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本申請にあたり，新たに制定された「実用発電用原子炉及びその附属施設

の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成25年6月19日制定）によ

り，自然災害や重大事故等の対応について，設備及び運用を新たに整備し

た。 

本資料において，これらの東海第二発電所の圧縮減容装置に関する当社の

技術的能力について，「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針（平成

16年5月27日，原子力安全委員会決定）」（以下「技術的能力指針」とい

う。）への適合性を示すものである。 
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 本変更に係る発電用原子炉施設の設計及び工事，並びに運転及び保守（以下

「設計及び運転等」という。）のための組織，技術者の確保，経験，品質保証

活動，技術者に対する教育・訓練及び有資格者等の選任・配置については次の

とおりである。 

 

1. 組 織  

本変更に係る設計及び運転等は第 1 図に示す既存の原子力関係組織にて実

施する。 

これらの組織は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律」第 43 条の 3 の 24 第 1 項の規定に基づく東海第二発電所原子炉施設保安

規定（以下「保安規定」という。）等で定められた業務所掌に基づき，明確

な役割分担のもとで東海第二発電所の設計及び運転等に係る業務を適確に実

施する。 

本変更に係る設計及び工事の業務については，大規模な原子力設備工事に

関する設計方針の策定を本店の発電管理室及び開発計画室が実施し，本設計

方針に基づく，現地における具体的な設計及び工事の業務は東海第二発電所

において実施する。 

本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及び施設管理に関

する基本的な方針を本店の発電管理室にて定め，現地における具体的な運転

及び保守の業務は東海第二発電所の担当する組織が実施する。東海第二発電

所の発電用原子炉施設の運転に関する業務は発電直，発電運営グループ，運

転管理グループ，運転支援グループ及びプラント管理グループが，施設管理

に関する業務は保修運営グループ，保守総括グループ，電気・制御グループ，

機械グループ，土建運営グループ，土木グループ，建築グループ，工務・設

備診断グループ，直営電気・制御グループ，直営機械グループ及びプラント

管理グループが，燃料管理に関する業務は発電直及び炉心・燃料グループが，
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放射線管理，放射性廃棄物管理及び化学管理に関する業務は放射線・化学管

理グループが，非常時の措置，初期消火活動のための体制の整備に関する業

務は安全・防災グループが，保安運営の総括に関する業務は保安運営グルー

プが実施する。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，これまで各部門に

て取り組んできた安全の取り組みを全社的かつ計画的に推進するため，本店

に安全室を設置した。また，東海第二発電所においては，防災安全を担う部

署として，安全・防災室を設置し，原子力安全に係る組織の強化を図ってい

る。 

社員に対する原子力安全に関する知識・スキルの取得を強化するため，本

店総務室の体制を強化し，原子力安全を達成するために必要な知識・スキル

を学ぶ機会を提供する人材育成計画を策定し，支援している。 

運転及び保守の業務のうち，自然災害や重大事故等にも適確に対処するた

め，あらかじめ，原子力防災管理者である発電所長を本部長とした原子力防

災組織を構築し対応する。本部長が警戒事態を宣言した場合は発電所警戒対

策本部を，非常事態を宣言した場合は発電所対策本部を設置し，平時の業務

体制から速やかに移行する。 

災害対策本部の初動体制及び全体体制の構成を第 2.1 図，本店対策本部の

組織及び職務を第 2.2 図に示す。 

東海第二発電所の原子力防災組織は，東海第二発電所の技術系社員（以下

「技術者」という。），事務系社員及び協力会社社員により構成され，原子

力災害への移行時には，本店の原子力防災組織と連携し，外部からの支援を

受けることとする。自然災害又は重大事故等が発生した場合は，発電所に常

駐している統括待機当番者，重大事故等対応要員及び当直要員等にて初動対

応を行い，本部長の指示の下，上記要員及び発電所外から参集した参集要員

が役割分担に応じて対処する。また，重大事故等の発生と自然災害が重畳し

3



 

た場合も，原子力防災組織にて適確に対処する。 

発電用原子炉施設の保安に関する事項を審議する委員会として，本店に原

子炉施設保安委員会を，東海第二発電所に原子炉施設保安運営委員会を設置

している。原子炉施設保安委員会は，法令上の手続きを要する発電用原子炉

設置（変更）許可申請書本文事項の変更，保安規定の変更等に関する事項を

審議し，原子炉施設保安運営委員会は，発電所で作成すべき手順書の制定・

改正等の発電用原子炉施設の保安運営に関する具体的重要事項を審議するこ

とで役割分担を明確にしている。 

 

2. 技術者の確保 

 (1) 技術者数 

令和3年5月1日現在，本店及び東海第二発電所の技術者（業務出向者は

除く。）数は，547名であり，そのうち，10年以上の経験年数を有する管

理職が193名在籍している。また，東海第二発電所における技術者の人数

は318名である。 

 (2) 有資格者数 

令和3年5月1日現在，本店及び東海第二発電所の有資格者の人数は，次

のとおりであり，そのうち，東海第二発電所における有資格者の人数を括

弧書きで示す。 

 

原子炉主任技術者             30 名（6 名） 

第１種放射線取扱主任者          91 名（23 名） 

第１種ボイラー・タービン主任技術者    17 名（12 名） 

第１種電気主任技術者           8 名（3 名） 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者             10 名（10 名） 
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また，本変更にあたっては，自然災害や重大事故等発生時の対応として

アクセスルートの確保で重機を扱うこととしており，大型自動車等の資格

を有する技術者も確保している。 

本店及び東海第二発電所の技術者並びに事業を行うために必要な資格名

とそれらの有資格者の人数を第1表に示す。現在，確保している技術者数

にて本変更に係る設計及び運転等の対応が可能であるが，今後とも設計及

び運転等を適切に行い，安全を確保し，円滑かつ確実な業務遂行を図るた

め，採用を通じ技術者を確保し，必要な教育及び訓練を行い継続的に育成

し，各工程において必要な技術者及び有資格者を配置する。 

本店の各実施部門においては，各専門分野を産業界全体の 高レベルに

到達させるため，自らの知識取得に取り組むとともに，発電所への指導・

助言（オーバーサイト）を行う。これにより，発電所における目標に対す

るギャップを把握し，また解決すべき課題の抽出を行い，これらを協働で

解決することにより世界 高水準のパフォーマンス，技術力を発揮するこ

とを目指している。 

 

3. 経 験 

当社は，昭和 32 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準備等を進める

とともに，技術者を国内及び国外の原子力関係諸施設へ多数派遺し，技術的

能力の蓄積に努めてきた。また，昭和 41 年 7 月に東海発電所の営業運転を

開始して以来，計 4 基の原子力発電所を有し，平成 13 年 12 月から廃止措置

に着手した東海発電所及び平成 29 年 4 月から廃止措置に着手した敦賀発電

所 1 号炉を除き，今日においては，計 2 基の原子力発電所を有し，順調な運

転を行っている。 
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原子力発電所 （原子炉熱出力） 営業運転の開始 

東  海  発  電  所 （  585MW） 昭和 41 年 7 月 25 日 

 
（平成 13 年 10 月 4 日原子炉の解体の届出） 

（平成 18 年 6 月 30 日廃止措置計画認可） 

東 海 第 二 発 電 所 （3,293MW） 昭和 53 年 11 月 28 日 

敦賀発電所 1 号炉 （1,064MW） 昭和 45 年 3 月 14 日 

 （平成 29 年 4 月 19 日廃止措置計画認可） 

敦賀発電所 2 号炉 （3,423MW） 昭和 62 年 2 月 17 日 

 

当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及び工事を通して

豊富な経験を有し，技術力を維持している。また，営業運転開始以来，計 4

基の原子力発電所において，約 55 年に及ぶ運転並びに東海発電所及び敦賀

発電所 1 号炉での廃止措置を行っており，運転及び保守について十分な経験

を有している。 

本変更に関して，設計及び工事の経験として，東海第二発電所において平

成 19 年には給水加熱器の取替え及び平成 21 年には固体廃棄物作業建屋設置

工事等の設計及び工事を順次実施している。また，耐震裕度向上工事として，

残留熱除去系熱交換器，非常用ガス処理系配管，排気筒の他，可燃性ガス濃

度制御系配管，中央制御室換気空調系ダクト等のサポートについて設計及び

工事を実施している。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大事故等の事故状

況下においても復旧を迅速に実施するため，可搬型重大事故等対処設備の操

作訓練はもとより，普段から保守点検活動を社員自らが行い，知識・技能の

向上を図り，緊急時に社員自らが直営で実施できるよう取り組みを行ってい

る。 

平成 8 年度以降，アクシデントマネジメント対策として，再循環ポンプト
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リップ設備の追加，代替制御棒挿入設備の追加，原子炉又は格納容器への代

替注水設備の追加，原子炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント設備の追加

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機から非常用直流母線への予備充電

器を介した電源融通設備の追加を検討し，対策工事を実施している。また，

経済産業大臣の指示「平成 23 年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえ

た他の発電所の緊急安全対策の実施について（指示）（平成 23･03･28 原第

7 号 平成 23 年 3 月 30 日付）」に基づき実施した緊急安全対策により，高

圧電源車，消防ポンプ等の配備に関する設計検討を行い，対策工事を実施し

ている。 

新規制基準施行を踏まえ，自然災害等対策及び重大事故等対策に関する検

討，設備改造工事等を一部実施している。また，これらの対策を運用する体

制，手順についても整備している。 

運転及び保守に関する社内規程の改正対応や習熟訓練による運転の知識・

技能の向上を図るとともに，工事と保守経験を継続的に積み上げている。ま

た，運転の経験として，当社で発生したトラブル対応や国内外のトラブル情

報の水平展開要否に係る判断等を通じて，トラブルに関する経験や知識につ

いても継続的に積み上げている。 

以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分に有しており，

今後も継続的に経験を積み上げていく。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準を超える事象

が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射性物質を放出させるという

深刻な事故となった。 

これを踏まえ，従来の安全対策に対する考え方を見直し，経営トップのコ

ミットメントのもと，リスク情報の活用をはじめとする，実効的な原子力の

安全性向上策のロードマップを策定し，全社員共通の取り組みとして， 高

水準の原子力安全を追求する不断の努力を継続すべく，平成 26 年 6 月 13 日
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に「原子力の自主的かつ継続的な安全性向上への取り組み」を公表した。 

これに基づき，当社の自主的かつ継続的な安全性向上への取り組み状況を

社外有識者から客観的，専門的な立場から評価をうける社外評価委員会を設

置し，そこでいただいた指導及び助言を踏まえ，当社の安全性向上への取り

組みが適切に実施されていることを経営層が参画する総合安全推進会議にて

確認し，継続的な改善を実施している。 

 

4. 品質保証活動 

当社における設計及び運転等の各段階における品質保証活動は，原子力発

電所の安全を達成，維持及び向上させるために，「原子力施設の保安のため

の業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」（以下「品管規則」

という。）に従い，健全な安全文化を育成し及び維持するための活動，関係

法令及び保安規定の遵守に対する意識の向上を図るための活動を含めた品質

マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善してい

る。 

この品質マネジメントシステムに基づき品質保証活動を実施するための基

本的実施事項を「品質保証規程」（以下「品質マニュアル」という。）に定

めている。 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要な品質保証活動

を行う体制が適切に構築されていることを以下に示す。 

なお，本申請における設計及び運転等の各段階における品質保証活動のう

ち，原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質，核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律に基づき変更認可され

た発電用原子炉施設保安規定の施行までに実施した活動については，「原子

力発電所における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ4111-2009）」及び

「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管
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理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則」に従い実施し

ている。 

 (1) 品質保証活動の体制 

当社における品質保証活動は，業務に必要な社内規程を定めるとともに，

文書体系を構築している。品質保証活動に係る文書体系を第 3 図に示す。 

品質保証活動に係る体制は，社長を 高責任者（トップマネジメント）

とし，実施部門である発電管理室，安全室，地域共生・広報室，総務室

（本店），資材燃料室，廃止措置プロジェクト推進室，開発計画室，東海

第二発電所，地域共生部，東海総合研修センター，敦賀総合研修センター

及び実施部門から独立した監査部門である考査・品質監査室（以下「各業

務を主管する組織」という。）で構築している。 

各業務を主管する組織の長は，社内規程に基づき，責任をもって個々の

業務を実施し，評価確認し，要求事項への適合及び品質マネジメントシス

テムの実効性を実証する記録を作成し管理する。 

社長は，品質マネジメントシステムの 高責任者（トップマネジメント）

として原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，品質マネジメント

システムを確立し，実施し，評価確認し，実効性を維持することの責任と

権限を有し，品質方針を設定している。この品質方針は，東京電力株式会

社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ，「原子力施設のリスクを強

く意識し，公衆と環境に対して放射線による有害な影響を及ぼすような事

故を起こさない」という決意のもと，安全の確保，品質の向上，企業倫理

の浸透，透明性の確保を基本として活動することを表明しており，原子力

の安全を確保することの重要性が組織内に伝達され，理解されることを確

実にするとともに，健全な安全文化を育成し及び維持することに貢献でき

るようにするため，組織全体に周知されている。 

実施部門の各業務を主管する組織の長は，品質マニュアルに従いマネジ
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メントレビューのインプットに関する情報を評価確認し，作成し，実施部

門の管理責任者である安全室を担当する取締役は，その情報をとりまとめ，

評価確認し，マネジメントレビューのインプットとして社長へ報告する。

また，考査・品質監査室長は，監査部門の管理責任者として，実施部門か

ら独立した立場で内部監査を実施し，評価確認し，監査結果をマネジメン

トレビューのインプットとして社長へ報告する。 

社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメントシステムの

有効性をレビューし，マネジメントレビューのアウトプットを決定する。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプットを，各

業務を主管する組織の長に通知し，各業務を主管する組織の長が作成した

マネジメントレビューのアウトプットに対する処置事項を確認して改善計

画としてまとめ，社長の確認を得た後，各業務を主管する組織の長に必要

な対応を指示する。 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウトプットに

対する処置事項及び品質保証活動の実施状況を評価確認し，次年度の年度

業務計画に反映し，活動している。また，管理責任者はそれらの状況を確

認している。 

安全室を担当する取締役は，実施部門管理責任者として，各室部所に共

通する事項である品質マニュアル等の社内規程の改訂に関する事項，品質

方針の変更提案，マネジメントレビューのインプット及びアウトプットに

基づく品質マネジメントシステムが実効性のあることを評価する。また，

東海第二発電所，本店各室，地域共生部，東海総合研修センター，敦賀総

合研修センターにおいては，各室部所長を主査とするレビューを実施し，

実施部門における品質保証活動に基づく品質マニュアルの改訂に関する事

項，年度業務計画（品質目標）及び実施部門管理責任者レビューのインプ

ットに関する情報等をレビューする。 
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各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメントレビューへ

のインプットとしているほか，品質目標等の業務計画の策定／改訂，社内

規程の制定／改訂等により業務へ反映している。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向上させるために，

本店の品質保証委員会では，実施部門の品質マネジメントシステム活動の

実施状況の評価及び管理に関する事項等を審議し，品質マネジメントシス

テムが実効性のあることを評価するとともに，その結果を業務に反映させ

る。また，東海第二発電所の品質保証運営委員会では，東海第二発電所に

おける品質マネジメントシステム活動の実施状況の評価及び管理に関する

事項等を審議し，品質マネジメントシステムが実効性のあることを評価す

るとともに，その結果を業務に反映させる。 

なお，発電用原子炉施設の保安に関する基本的重要事項に関しては，本

店にて保安規定第 6 条に基づく原子炉施設保安委員会を，また，発電用原

子炉施設の保安運営に関する具体的重要事項に関しては，発電所にて保安

規定第 7 条に基づく原子炉施設保安運営委員会を開催し，その内容を審議

し，審議結果を業務へ反映させる。 

 (2) 設計及び運転等の品質保証活動 

各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を品質マニュアルに従い，

発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針に基づ

く重要性を基本とした品質マネジメントシステム要求事項の適用の程度に

応じて管理し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品及び

役務を調達する場合は，供給者において品質保証活動が適切に遂行される

よう要求事項（原子力規制委員会の職員による工場等への立入りに関する

ことを含む。）を提示し，製品及び役務やその重要度等に応じた品質管理

グレードに従い調達管理を行う。なお，許認可申請等に係る解析業務を調

達する場合は，当該業務に係る調達要求事項を追加している。 
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各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項を満足してい

ることを，検査及び試験等により検証する。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行するため，品

質マニュアルに従い，関係法令等の要求事項を満足するよう個々の業務を

計画し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品及び役務を

調達する場合は，設計及び工事と同様に管理する。 

各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において不適合が発生し

た場合，不適合を除去し，再発防止のために原因を特定した上で，原子力

安全に及ぼす影響に応じた是正処置等を実施する。また，製品及び役務を

調達する場合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行されるように

要求事項を提示し，不適合が発生した場合には，各業務を主管する組織の

長はその実施状況を確認する。 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活動に関する

計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み及び役割を明確化した体制を構

築している。 

 

5. 教育・訓練 

技術者は，原則として入社後一定期間，当社の東海総合研修センター，敦

賀総合研修センター及び当社発電所において，入所時教育，直研修，職場Ｏ

ＪＴ等により現場教育・訓練を受け，原子力発電に関する基礎知識を習得す

る。 

技術者の教育・訓練は，当社の東海総合研修センター及び敦賀総合研修セ

ンターのほか，国内の原子力関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練センター及

び東京大学大学院工学系研究科原子力専攻等）において，各職能，目的に応

じた実技訓練や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習得
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及び習熟に努める。また，東海第二発電所においては，原子力安全の達成に

必要な技術的能力を維持・向上させるため，保安規定等に基づき，対象者，

教育内容，教育時間及び教育実施時期について教育の実施計画を策定し，そ

れに従って教育を実施する。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準を超える事象

が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射性物質を放出させるという

深刻な事故となったことを踏まえ，重大事故等対処設備に関わる知識・スキ

ルの習得に併せて，プラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，

保守に精通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技術者を育

成して，原子力安全の確保，技術力の向上を図る取り組みも進めている。 

また，重大事故等対策に使用する資機材及び手順書を用いた訓練を実施し

ており，訓練により得られた改善点等を適宜反映することとしている。 

本変更に係る業務に従事する技術者，事務系社員及び協力会社社員に対し

ては，各役割に応じた自然災害等発生時及び重大事故等発生時の対応に必要

となる技能の維持と知識の向上を図るため，計画的，かつ継続的に教育・訓

練を実施する。 

以上のとおり，本変更に係る技術者に対する教育・訓練を実施し，その専

門知識及び技術・技能を維持・向上させる取り組みを行っている。 

 

6. 有資格者等の選任・配置 

発電用原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者のうち，発

電用原子炉施設の工事又は施設管理に関する業務，運転に関する業務，設計

に係る安全性の解析及び評価に関する業務，燃料体の設計又は管理に関する

業務の実務経験を 3 年以上有する管理職（能力等級特 2 級以上又は役割ラン

ク 2 号以上）の中から職務遂行能力を考慮した上で原子炉ごとに選任する。 

発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し保安の監督を
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誠実かつ 優先に行い，保安のための職務が適切に遂行できるよう独立性を

確保するために，所長の人事権が及ばない社長が選任し配置する。 

発電用原子炉主任技術者は，発電管理室に所属し，発電所に駐在の上，保

安規定に定める職務を専任する。 

発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施設の運転に関

し保安上必要な指示ができるよう，代行者を発電用原子炉主任技術者の選任

要件を満たす管理職（能力等級特 3 級以上又は役割ランク 3 号以上）の中か

ら選任し，職務遂行に万全を期している。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，東海第二発電所に

おいて重大事故等が発生した場合を想定し，発電用原子炉主任技術者は，休

日・夜間において東海第二発電所における重大事故等の発生連絡があった場

合，発電所に非常招集するため，早期に非常招集が可能なエリア（東海村又

は隣接市町村）に発電用原子炉主任技術者及び代行者を少なくとも 1 名配置

する。 

運転責任者は，原子力規制委員会が定める基凖に適合した者の中から選任

し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責任者である発電長の職位として

いる。 

以上のとおり，東海第二発電所の運転に際して必要となる有資格者等につ

いては，その職務が適切に遂行できる者の中から選定し，配置している。
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第 1 表 本店及び東海第二発電所の技術者及び有資格者の人数 

（令和 3 年 5 月 1 日現在） 

 

技術者

の総人

数 

技術者

のうち

管理職

の人数

※１ 

技術者のうち有資格者の人数 

原子炉

主任技

術者有

資格者

の人数 

第１種 

ﾎﾞｲﾗｰ･ﾀ

ｰﾋﾞﾝ主

任技術

者有資

格者の

人数 

第１種 

電気主

任技術

者有資

格者の

人数 

第１種

放射線

取扱主

任者有

資格者

の人数

運転責

任者の

基準に

適合し

た者の

人数 

本

店 

発電 

管理室 105 
39 

（39）
12 2 1 35 0 

開発 

計画室  51  
31 

（23）
2 1 2 8 0 

その他 

各室  73  
41 

（38）
10 2 2 25 0 

東海第二 

発電所※２ 318※３ 
97※３ 

(93) 
6 12 3 23 10 

※1 （ ）内は，管理職のうち，技術者としての経験年数が 10 年以上の人数を示す。 

※2 東海第二発電所の人数には，東海発電所専任の者は含まない。 

※3 東海第二発電所の技術者については，運転に必要な要員（重大事故等発生時に継続

して対応可能な要員を含む。）を平成 30 年 9 月 26 日付け原規規発第 1809264 号にて

許可を得た設置許可の運用開始時期までに主に本店より技術者を異動させる等の方

策により確保する計画である。 
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第 1 図 原子力関係組織系統図（1／4） 
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第 1 図 原子力関係組織系統図（2／4） 
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第 1 図 原子力関係組織系統図（3／4） 
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第 1 図 原子力関係組織系統図（4／4） 
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第 2.2 図 本店対策本部の組織及び職務  
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（令和 3 年 1 月 4 日現在） 

(1) 一次文書 
品質マネジメ

ントシステム

計画関連項 

管理番号 文書名 所管箇所 

4.2.1 ＱＭ共通：4-2 品質保証規程 安全室 

 

(2) 品管規則が要求する“文書化された手順”である二次文書 
品質マネジメ

ントシステム

計画関連項 

管理番号 文書名 所管箇所 

4.2.3 ＱＭ共通：4-2-1 文書取扱要項 総務室（本店） 

4.2.4 ＱＭ共通：4-2-2 品質記録管理要項 安全室 

8.2.2 ＱＭ共通：8-2-1 内部監査要項 考査・品質監査室

8.3 

8.5.2 

8.5.3 

ＱＭ共通：8-3-1 是正処置プログラム管理要

項 

安全室 

8.5.2 

8.5.3 

ＱＭ共通：8-3-3 根本原因分析実施要項 安全室 

第 3 図 品質保証活動に係る文書体系（1／2） 
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（令和 3 年 1 月 4 日現在） 

 (3) 二次文書 
品質マネジメ

ントシステム

計画関連項 

管理番号 文書名 所管箇所 

4.1 ＱＭ共通：4-1-1 原子力発電施設の重要度分類

基準要項 

発電管理室 

 ＱＭ共通：4-1-2 品質管理要項 安全室 

 ＱＭ共通：4-1-3 リスクマネジメント運用要項 安全室 

5.4.1 ＱＭ共通：5-4-1 品質目標及び品質保証計画管

理要項 

安全室 

5.5.4 ＱＭ共通：5-5-1 品質保証委員会及び品質保証

検討会等運営要項 

安全室 

5.6 ＱＭ共通：5-6-1 マネジメントレビュー要項 安全室 

6.2 ＱＭ共通：6-2-1 力量設定管理要項 総務室（本店）

 ＱＭ東Ⅱ：6-2-3 原子炉主任技術者の選任及び

職務要項 

総務室（本店）

6.1 ＱＭ東Ⅱ：7-1-1 施設管理業務要項 発電管理室 

 ＱＭ共通：6-4-1 作業環境測定管理要項 総務室（本店）

7.1 ＱＭ東Ⅱ：7-1-2 運転管理業務要項 発電管理室 

 ＱＭ東Ⅱ：7-1-3 燃料管理業務要項 資材燃料室 

発電管理室 

 ＱＭ共通：7-1-5 放射性廃棄物管理業務要項 発電管理室 

 ＱＭ共通：7-1-6 放射線管理業務要項 発電管理室 

 ＱＭ東Ⅱ：7-1-1 施設管理業務要項 発電管理室 

 ＱＭ共通：7-1-4 原子力災害対策業務要項 発電管理室 

 ＱＭ共通：7-1-7 安全文化育成・維持活動要項 安全室 

7.2.1 ＱＭ共通：7-2-1 官庁申請手続取扱要項 総務室（本店）

 ＱＭ共通：7-2-2 対外約束事項管理要項 発電管理室 

7.2.2 ＱＭ共通：7-2-3 原子炉施設保安委員会及び原

子炉施設保安運営委員会要項 

発電管理室 

7.2.3 ＱＭ共通：7-2-4 外部コミュニケーション要項 発電管理室 

地域共生･広報

室 

7.3 ＱＭ共通：7-3-1 設計管理要項 発電管理室 

7.4 

 

ＱＭ共通：7-4-1 調達管理要項 発電管理室 

ＱＭ共通：7-4-2 重要設備取引先登録要項 資材燃料室 

発電管理室 

7.5.4 ＱＭ共通：7-5-1 組織外所有物管理要項 発電管理室 

7.5.5 ＱＭ共通：7-5-2 予備品・貯蔵品取扱要項 資材燃料室 

発電管理室 

8.2.1 ＱＭ共通：7-2-4 外部コミュニケーション要項 発電管理室 

地域共生･広報

室 

8.2.3 ＱＭ共通：8-2-2 業務プロセスレビュー要項 安全室 

 ＱＭ共通：8-2-4 パフォーマンスレビュー要項 発電管理室 

8.2.4 ＱＭ共通：8-2-3 試験・検査管理要項 安全室 

発電管理室 

8.4 ＱＭ共通：8-4-1 データ分析要項 安全室 

第 3 図 品質保証活動に係る文書体系（2／2） 
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